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令和 5年度 島根県事業承継新事業活動等支援補助金 

中小企業の円滑な事業承継を促進するため、事業承継を契機とした後継者等による新しい取組に必要な経

費や、第三者承継により経営資源を引継いだ後に必要となる設備投資に必要な経費の一部を補助します。 

■補助事業の内容：後継者支援型 【公募締切：10月 27日（金）】 

 

 

 

 

 

 

 

■補助事業の内容：島根県第三者承継・統合型支援補助金 【公募締切：11月 10日（金）】 

 

 

 

 

 

 

 

島根県事業承継新事業活動等支援補助金 で検索 

商工会親睦ボウリング大会の開催について 

〇開催日： 令和５年１１月１７日（金）１８：３０～ 

〇会  場：しんじ湖ボウル 〇参加料：１，４００円／１名  

〇申込み：詳細は別添チラシをご覧ください。 

 



 

 

 

 

 

come and join the fun 

FAX.52-2428 

 

✪高校生以下および 60 歳以

上の場合はその旨 備考欄に

ご記入下さい ✪用紙が足り

ない場合は して下さい  

MAIL▶ info@hizumo-lc.com 

東出雲町商工会℡.52-2344 
 
 

団 体 名  

担当者名  

連 絡 先 TEL: FAX: 

 
 氏名（フリガナ） 性別 

ジョイメイト会員 
○印をして下さい 備 考 

１ 

 

 有 ・ 無  
 

２ 

 

 有 ・ 無  
 

３ 

 

 有 ・ 無  
 

４ 

 

 有 ・ 無  
 

５ 

 

 有 ・ 無  
 

６ 

 

 有 ・ 無  
 

７ 

 

 有 ・ 無  
 

８ 

 

 有 ・ 無  
 

９ 

 

 有 ・ 無  
 

 

１，４００円／１名 締切：１０月２０日（金） 
 

1事業所あたり原則21名まで／ 

30チームになり次第募集締切／団体戦＆個人戦／２ゲーム／ 

感染状況による中止の場合有 
 



   

 

 

 中小企業の円滑な事業承継を促進するため、事業承継を契機とした後継者等による新し

い取組に必要な経費や、第三者承継により経営資源を引継いだ後に必要となる設備投資に

必要な経費の一部を補助します。 

 

 

※１「法認定等」とは、経営力強化法に基づく経営革新計画の承認、経営力向上計画の認定、先端設備等導入計画の認定をいう。 

※２「起業者」とは、起業創業に関するセミナー等を修了するなど、特定の要件を満たした起業者が後継者である場合をいう。 

 

補助金① 令和５年９月２６日（火）～令和５年１０月２７日（金） 

 

補助金② 令和５年９月２６日（火）～令和５年１１月１０日（金） 

 

補助金① 最寄りの商工会・商工会議所、島根県中小企業団体中央会、しまね産

業振興財団 

補助金② 島根県事業承継・引継ぎ支援センター 

島根県 商工労働部 中小企業課 経営力強化支援室 

 

 

 

※交付決定となったものは、原則として「企業名」、「事業名」を県ホームページで公表します。
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事業承継を契機とした取組等を支援します！ 
 

補助事業の内容 

募 集 期 間 

申請・相談窓口 

補助事業の流れ 

申請時に「事
業承継計画」
の策定や「法
認定等」が必
要な場合があ
りますので、で
きるだけ早くご
相談ください 

ポイント 

詳しくは、県ホームページでご確認ください。 

申請様式をダウンロードできます。 
島根県事業承継新事業活動等支援補助金 検索 

第３回公募 

島根県 商工労働部 中小企業課 

法認定等*1
起業者*2

法認定等*1
起業者*2

事業承継を契機とした
後継者等による新し
い取組を支援

原材料費、産業財産権取得費、市
場調査費、備品機械設備等購入
費、施設改修費、撤去費、IT導入
費、研修経費、外注費、広報費、展
示会等経費 等

・後継予定者（65歳未満）が決まっており、
5年以内に実施する事業承継計画を有する
事業者
・事業承継実施後2年以内の事業者（代表
者が承継時点で65歳未満）

１/2 2/3 1,000 2,000

従業員数が
5名未満

第三者承継により経
営資源を引継いだ後
に必要となる設備投
資を支援

備品機械設備等購入費、施設改修
費、撤去費

株式譲渡等により以下要件を満たす経営資源を引継い
だ県内中小企業者
①県内に本店又は主たる事業所を有すること
②前期又は前々期の売上高が２億円以下であること
③従業員を５名以上雇用していること（中山間地域の
場合は、従業員を３名以上雇用していること）
④商工会若しくは商工会議所が地域に必要と認める事
業であること
⑤島根県事業承継・引継ぎ支援センターに登録し、従
前から継続的支援を受けていること
※その他要件あり

10,000 6,000

① 島 根 県 事 業 承 継 新 事 業 活 動 等 支 援 補 助 金 （ 後 継 者 支 援 型 ）

概要 対象経費 対象者

補助率 補助上限（千円）

１/2

② 島 根 県 第 三 者 承 継 ・ 統 合 型 支 援 補 助 金

概要 対象経費 対象者 補助率

補助上限（千円）

第４回公募 



業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を引き上げ、設備投資等を行っ

た中小企業・小規模事業者等に、その費用の一部を助成する制度です。

①対象事業場の拡大

事業内最低賃金

引き上げの計画

設備投資等の計画
機械設備、コンサルティング、

人材育成・教育訓練など

設備投資等の費用

の一部を助成

対象事業場：
事業場内最低賃金と地域別
最低賃金の差額が

30円以内の事業場

事 業 場 内

最 低 賃 金 額
助 成 率

870円未満 9/10

870円以上

920円未満
４/５
(9/10)

920円以上
３/４
(4/5)

900円未満 9/10

900円以上

950円未満

４/５
(9/10)

950円以上
３/４
(4/5)

（）内は生産性要件を満たした事業
場の場合

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）です

交付申請書・事業実施計画

などを事業場所在地を管轄

する都道府県労働局に提出

交付決定後、提出

した計画に沿って

事業実施

労働局に事業実施

結果を報告
審査

支
給

（審査の上、交付決定を受けたら）
・計画に基づく賃上げの実施
・計画に基づく設備投資等の実施

差額が50円以内に拡大され
たので、助成金が受けられる
ようになりました

対象外

拡充後

業務改善助成金の制度が拡充されます！
対象事業場拡大、助成率区分見直し、賃金引き上げ後の申請が可能に

審査・
交付決定

今

ま

で

拡

充

後

②賃金引き上げ後の申請 ③助成率区分の見直し

拡充後拡充後

例：地域別最低賃金が920円の
地域において

対象事業場：
事業場内最低賃金と地域別
最低賃金の差額が

50円以内の事業場

事業場内最低賃金が
955円（差額35円）
の工場

対象に！
（先ほどの例）

事業場内最低賃金が
955円の工場

2023年4月1日から12月31日
までに賃金引き上げを実施して
いれば、賃金引き上げ計画の提
出は不要となりました

以下の書類の提出は必要です
• 賃金引き上げ結果
• 事業実施計画（設備投資等の

計画）

（）内は生産性要件を満たした事業
場の場合

必要な手続き：
事前に以下2つの計画を提出
• 賃金引き上げ計画
• 事業実施計画（設備投資

等の計画）

8月 3 1日から開始 ※申請期限：2024（令和6）年1月31日
（事業完了期限：2024（令和6）年2月28日）

業務改善助成金とは

拡充のポイント

事業実

施計画

賃上げ

計画

事業実

施計画
賃上げ

結果

助成金支給までの流れ

計画の承認
と実施

を提出し、計画の
審査を受けます。

＜対象＞
事業場規模50人未満のみ



（R５.８）

ご不明な点は、下記の業務改善助成金コールセンターまでお問い合わせください。

電話番号：0120 - 366 - 440（受付時間 平日 8:30～17:15）

その他詳細は厚生労働省ウェブサイトをご覧ください

お問い合わせ

業務改善助成金 検 索

• 過去に業務改善助成金を活用した事業者も助成対象となります。

• 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。

• 事業完了の期限は、2024（令和6）年2月28日です。

• 必ず最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認ください。

（参考）働き方改革推進支援資金

日本政策金融公庫では、事業場内最低

賃金の引き上げに取り組む方に、設備

資金や運転資金の融資を行っています。

詳しくは、事業場がある都道府県の日

本政策金融公庫の窓口にお問い合わせ

ください。

日本政策金融公庫
店舗検索

コース
区分

事業場内
最低賃金の
引き上げ額

引き上げる
労働者数

助 成 上 限 額

右記以外
の事業者

事業場規模
30人未満の
事業者

30円
コース

30円以上

1人 30万円 60万円

2～3人 50万円 90万円

4～6人 70万円 100万円

7人以上 100万円 120万円

10人以上※ 120万円 130万円

45円
コース

45円以上

1人 45万円 80万円

2～3人 70万円 110万円

4～6人 100万円 140万円

7人以上 150万円 160万円

10人以上※ 180万円 180万円

60円
コース

60円以上

1人 60万円 110万円

2～3人 90万円 160万円

4～6人 150万円 190万円

7人以上 230万円 230万円

10人以上※ 300万円 300万円

90円
コース

90円以上

1人 90万円 170万円

2～3人 150万円 240万円

4～6人 270万円 290万円

7人以上 450万円 450万円

10人以上※ 600万円 600万円

※ 10人以上の上限額区分は、特例事業者（右記）が、10人以上の労働者の

賃金を引き上げる場合に対象になります。

設備投資
• POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
• リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

コンサルティング 専門家による業務フロー見直しによる顧客回転率の向上

その他 店舗改装による配膳時間の短縮

①
賃金
要件

申請事業場の事業場内最低賃金が950
円未満である事業者

②
生産量
要件

売上高や生産量などの事業活動を示す

指標の直近3か月間の月平均値が前年、

前々年または3年前の同じ月に比べて、

15％以上減少している事業者

③
物価
高騰等
要件

原材料費の高騰など社会的・経済的環

境の変化等の外的要因により、申請前

3か月間のうち任意の1か月の利益率

が前年同月に比べ3％ポイント※以上

低下している事業者

特例事業者

※「％ポイント（パーセントポイント）」とは、パーセ

ントで表された2つの数値の差を表す単位です。

以下の要件に当てはまる場合が特例事業者となり
ます。（なお、②・③に該当する場合は、助成対
象経費の拡充も受けられます。）

＜事業場内最低賃金とは？＞

事業場で最も低い時間給を指します。（ただし、

業務改善助成金では、雇入れ後3か月を経過した

労働者の事業場内最低賃金を引き上げていただく

必要があります。）

事業場内最低賃金の計算方法は、地域別最低賃金

（国が例年10月頃に改定する都道府県単位の最低

賃金額）と同様、最低賃金法第4条及び最低賃金

法施行規則第1条又は第2条の規定に基づいて算定

されます。

ご不明点があれば、管轄の労働局雇用環境・均等

部室または賃金課室までお尋ねください。

助成上限額

助成対象経費の例

注意事項





「ご家庭で眠ってる食品」

はありませんか？
「フードバンク」や「フードドライブ」をご存知ですか？

 企業やご家庭で廃棄される食品や日用品を皆様から寄付していただき、

生活に困っていらっしゃる方にお届けする活動です。 

東出雲町商工会女性部は「第44回ざいごフェスティバル」にてご寄

付いただいた食品・日用品を社会福祉協議会をとおし、困窮状態にあ

る方にお届けします。

【ご寄付いただきたい食品・日用品】

●缶詰、瓶詰、油、米

●インスタント食品

●レトルト食品

●パスタ、素麺

●のり、お茶漬け、ふりかけ、お菓子など

★洗剤、シャンプー、ティッシュペーパーなど

【問い合せ先】

東出雲町商工会女性部

TEL : 0852-52-2344

～ 注 意 事 項 ～

＊ 賞味期限が明記されているもの 

＊ 賞味期限が３ヶ月以上あるもの 

＊ 未開封であるもの 

＊ 破損で中身が出てないもの 

＊ 常温保存が可能なもの

10月8日（日）ざいごフェスティバル会場にお持ちください！

当日ご都合が悪い方は東出雲町商工会へお持ちください！


